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１．計画の基本的事項 

 

(1) 計画の基本的な考え方 

本県の高齢者人口の割合は、戦後一貫して上昇を続け、平成 28 年（2016）に 55 万人

を超え、４人に１人が高齢者となるなど高齢化が急速に進展し、医療・介護サービスの

需要がますます増大することが見込まれている。 

 特に、今後、認知症高齢者や単身・夫婦のみの高齢者世帯が増加していく中で、可能な

限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う、地域包括ケアシステムの構築が求められており、医療と介護の連携を一層推進する

必要がある。 

本県では、第８次群馬県保健医療計画及び第８期群馬県高齢者保健福祉計画に医療と

介護の総合的な確保についても記載し、両計画に基づいて取組を進めることとしており、

群馬県地域医療介護総合確保計画（令和５年度）についても、両計画を踏まえて策定す

るものとする。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

群馬県における医療介護総合確保区域については、前橋保健医療圏（前橋市）、渋川保健

医療圏（渋川市、榛東村、吉岡町）、伊勢崎保健医療圏（伊勢崎市、玉村町）、高崎・安中保

健医療圏（高崎市、安中市）、藤岡保健医療圏（藤岡市、神流町、上野村）、富岡保健医療圏

（富岡市、甘楽町、下仁田町、南牧村）、吾妻保健医療圏（中之条町、長野原町、嬬恋村、

草津町、高山村、東吾妻町）、沼田保健医療圏（沼田市、片品村、川場村、みなかみ町、昭

和村）、桐生保健医療圏（桐生市、みどり市）、太田・館林保健医療圏（太田市、館林市、板

倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町）の地域とする。 
☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                       ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復期

病床への転換等を促進する。 
・ 【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必要病床数） 
・ 【県内病床数】 

18,764 床（R1 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 
 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第８次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 

485 か所（H27）→519 か所（R5） 
・ 在宅療養支援歯科診療所数 87 か所(H29) → 95 か所(R5) 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 

42.5 人（H30） → 52 人（R5） 
・ 訪問看護事業所数   179 か所（H30） → 235 か所（R5） 
・ 健康サポート薬局数   34 か所(R3.1) → 141 か所(R7) 

  
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修に対して支援

を行う。 
 ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） →2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
    3,226 床（R2） →3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
2,991 人（R2） →3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
315 人（R2） →  344 人（R5） ※R5 までに＋29 人 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、看

護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を推

進し、職員数の増加を図る。 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

 228.3 人（H30）→257 人以上（R5） 

・初期臨床研修医の採用数 

 114 人（R4）→119 人以上（R5） 

・看護職員離職率の低下(病院看護実態調査) 

 9.1％（R2）→8.8％（R5） 

・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

 50 人（H28）→55 人以上（R5） 

・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

 24 チーム（H30）→39 チーム（R5） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、

介護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、団

塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャップを解消す

る。 
 ・R3 介護職員数 37,452 人 →R7 介護職員必要数 40,843 人 

                   ※R７までに＋3,391 人 

 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
2024 年からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始に向け、地域での医

療提供体制を確保しつつ、勤務医の働き方改革の取組を進める。 
・客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の増加 

68 病院（R3）→72 病院（R5） 

 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 前橋医療介護総合確保区域 

人口 328,964 人 
面積 311.59ｋ㎡ 
人口…群馬県年齢別人口統計調査（R4） 面積…国土地理院面積調（R3） 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 ２０ 
在宅療養支援診療所 ８２ 
訪問看護事業所 ６４ 
介護老人福祉施設 ２９ 
介護老人保健施設 １３ 
地域密着型介護老人福祉施設 ８ 
小規模多機能型居宅介護 １８ 
認知症高齢者グループホーム ３９ 
病院…群馬県病院要覧（R5.11.30） 
在宅療養支援診療所…関東信越厚生局届出数（R4.11.1） 
訪問看護事業所…関東信越厚生局届出数（R5.10.1） 
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設、小規模多機能型

居宅介護事業所、認知症高齢者グループホーム…厚生労働省「介護保険総合データベー

ス」（R5.6.30） 
 
ア 目標 

 前橋医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
 …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 渋川医療介護総合確保区域 

人口 109,253 人 
面積 288.65ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 １０ 
在宅療養支援診療所 １８ 
訪問看護事業所 １７ 
介護老人福祉施設 １１ 
介護老人保健施設 １２ 
地域密着型介護老人福祉施設 ０ 
小規模多機能型居宅介護事業所 ５ 
認知症高齢者グループホーム ９ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 伊勢崎医療介護総合確保区域 

人口 246,679 人 
面積 165.22ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 １１ 
在宅療養支援診療所 ２１ 
訪問看護事業所 ４４ 
介護老人福祉施設 １８ 
介護老人保健施設 ８ 
地域密着型介護老人福祉施設 ３ 
小規模多機能型居宅介護事業所 １１ 
認知症高齢者グループホーム ２５ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 高崎・安中医療介護総合確保区域 

人口 423,802 人 
面積 735.47ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 ３０ 
在宅療養支援診療所 ６３ 
訪問看護事業所 ７３ 
介護老人福祉施設 ３７ 
介護老人保健施設 ２４ 
地域密着型介護老人福祉施設 ３２ 
小規模多機能型居宅介護事業所 ３０ 
認知症高齢者グループホーム ７５ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 藤岡医療介護総合確保区域 

人口 64,540 人 
面積 476.74ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 ５ 
在宅療養支援診療所 １３ 
訪問看護事業所 ５ 
介護老人福祉施設  ８ 
介護老人保健施設  ４ 
地域密着型介護老人福祉施設 ０ 
小規模多機能型居宅介護事業所  ３ 
認知症高齢者グループホーム １０ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 富岡医療介護総合確保区域 

人口 65,883 人 
面積 488.67ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院  ４ 
在宅療養支援診療所 １３ 
訪問看護事業所  ７ 
介護老人福祉施設  １２ 
介護老人保健施設  ５ 
地域密着型介護老人福祉施設 ３ 
小規模多機能型居宅介護事業所  ４ 
認知症高齢者グループホーム １８ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 吾妻医療介護総合確保区域 

人口 49,988 人 
面積 1,278.55ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院  ９ 
在宅療養支援診療所  １ 
訪問看護事業所  ５ 
介護老人福祉施設  ５ 
介護老人保健施設 ２ 
地域密着型介護老人福祉施設 ３ 
小規模多機能型居宅介護事業所  ３ 
認知症高齢者グループホーム １０ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 沼田医療介護総合確保区域 

人口 74,660 人 
面積 1,765.69ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院  ７ 
在宅療養支援診療所  ４ 
訪問看護事業所  ７ 
介護老人福祉施設  ９ 
介護老人保健施設  ７ 
地域密着型介護老人福祉施設 ６ 
小規模多機能型居宅介護事業所 ７ 
認知症高齢者グループホーム １１ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 桐生医療介護総合確保区域 

人口 151,660 人 
面積 482.87ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 １２ 
在宅療養支援診療所 ２０ 
訪問看護事業所 ２６ 
介護老人福祉施設 ２０ 
介護老人保健施設 ８ 
地域密着型介護老人福祉施設 ５ 
小規模多機能型居宅介護事業所  ７ 
認知症高齢者グループホーム ２４ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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■ 太田・館林医療介護総合確保区域 

人口 397,763 人 
面積 368.87ｋ㎡ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 
病院 １９ 
在宅療養支援診療所 ２８ 
訪問看護事業所 ４７ 
介護老人福祉施設 ３３ 
介護老人保健施設 １６ 
地域密着型介護老人福祉施設 １０ 
小規模多機能型居宅介護事業所 ２０ 
認知症高齢者グループホーム ４９ 
※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
 
ア 目標 

 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第８期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

令和５年度 
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 (4) 目標の達成状況 

「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

 
 ＜医療＞ 

・令和４年    ７月 既存事業及び新規事業施策に係る令和４年度の要望につい

て、県医師会等の関係団体及び各市町村等あて照会 
・         ８月 群馬県保健医療計画会議において説明  
・令和６年     ２月 群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 
 
 ＜介護＞ 

・令和４年    ９月 既存事業及び新規事業施策に係る令和５年度の要望につい

て、県社会福祉協議会等の関係団体及び各市町村等あて照会  
・    １０～１１月 群馬県介護人材確保対策会議及び群馬県高齢者介護施策推進

協議会において説明 
・令和５年   １０月 群馬県介護人材確保対策会議において説明 
・令和６年    ２月 群馬県高齢者介護施策推進協議会において説明（予定） 
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＜関係団体等一覧＞ 

群馬県保健医療計画会議及び群馬県高齢介護施策推進協議会関係 

群馬県医師会 

群馬県病院協会 

日本精神科病院協会群馬県支部 

群馬県歯科医師会 

群馬県薬剤師会 

群馬県看護協会 

群馬県市長会 

群馬県町村会 

群馬県長寿社会づくり財団 

群馬県老人福祉施設協議会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県地域密着型サービス連絡協議会 

群馬県介護福祉士会 

群馬県介護支援専門員協会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県老人クラブ連合会 

認知症の人と家族の会群馬県支部 

群馬県女性団体連絡協議会 

日本労働組合総連合会・群馬県連合会 

群馬 NPO 協議会 

社会保険診療報酬支払基金群馬支部 

全国健康保険協会群馬支部 

群馬県国民健康保健団体連合会 

群馬県労働者福祉協議会 

群馬県民生委員児童委員協議会 

 

文書等照会先 

○医療 

群馬県医師会 

群馬県病院協会 

群馬県在宅療養支援診療所連絡会 

群馬県有床診療所協議会 

群馬県訪問看護ステーション連絡協議会 

各郡市医師会 

群馬県歯科医師会 

各郡市歯科医師会 

○介護 

群馬県看護協会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県老人福祉施設協議会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県地域密着型サービス連絡協議会 

群馬県介護福祉士養成校協議会 

群馬県介護福祉士会 

群馬県ホームヘルパー協議会 
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群馬県薬剤師会 

群馬県看護協会 

群馬県助産師会 

群馬県栄養士会 

群馬県放射線技師会 

群馬県臨床検査技師会 

群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言

語聴覚士会連絡協議会 

群馬県歯科衛生士会 

群馬県歯科技工士会 

日本精神科病院協会群馬県支部 

群馬県精神神経科診療所協会 

群馬県介護支援専門員協会 

群馬県医療ソーシャルワーカー協会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

群馬県健康づくり財団 

市町村 

各病院 

各有床診療所 

各在宅療養支援診療所 

各訪問看護ステーション 

各在宅療養支援歯科診療所 

各看護師等養成所 

各短期入所事業所 

 

介護労働安定センター群馬支所 

群馬県社会福祉士会 

群馬県理学療法士協会 

群馬県作業療法士会 

群馬県言語聴覚士会 

群馬県地域リハビリテーション支援セン

ター 

群馬県地域包括・在宅介護支援センター協

議会 

群馬県長寿社会づくり財団 

認知症の人と家族の会群馬県支部 

群馬県社会福祉事業団 

伊勢崎市の地域包括ケアを考える会 

群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言

語聴覚士会連絡協議会 

群馬県訪問看護ステーション連絡協議会 

群馬県介護支援専門員協会 

若年性認知症ぐんま家族会 

各郡市医師会 

市町村 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、自己評価を行った上で、群馬県保健医療計画会議及び

群馬県高齢介護施策推進協議会等に報告を行い、必要に応じて見直しを行うなどによ

り計画を推進する。 
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令和５年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
５ 

事業名 No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

33,951 千円 
病床機能分化・連携推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将来の医療需要を

見据え、各地域に相応しいバランスのとれた病床を確保し、質の高い効率

的な医療提供体制を構築するため、各地域において将来の医療提供体制に

係る議論やそれを踏まえた施設・設備整備を進めるとともに、各医療機関

において今後の医療機能等の方向性に関する検討を促すこと等により、病

床の機能分化・連携を推進する必要がある。 

 アウトカム

指標 

地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築する。 

【回復期機能病床数】 

3,516 床（R3 病床機能報告）→4,792 床（R5 回復期機能の必要病床数） 

【県内病床数】 

18,407 床（R3 病床機能報告）→17,992 床（R5の必要病床数） 

事業の内容 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスの総合

的な確保が課題となっていることから、病床の機能分化・連携体制をより

一層推進するため、以下の取組を行う。 
・回復期及び慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進めるための在宅

医療を推進（施設整備・設備整備） 
・医療機能の見直し（病床機能の転換、連携等）を進めようとする医療

機関等に対し、専門家による分析等を支援 
・県内の全医療機関が理解を深められるよう、地域医療構想に関する研

修会等を開催する他、医療・介護の連携体制をより強固にするため、地域

の医師会を中心とした医療介護連携拠点の整備や多職種連携を推進するた

めの人材育成に取り組む。 
・地域医療構想アドバイザーを活用し、データ分析や地域医療構想調整

会議での助言等による議論の活性化を図る。 
・特定の疾患（糖尿病や循環器病）の対策として、疾患手帳の作製・配

布や連携会議の開催等を行うことで、急性期から回復期、在宅まで連携し

た医療を支援する。 
アウトプット指標 ・分析等支援：２医療機関 

・地域医療構想アドバイザーの地域医療構想調整会議への出席等： 
延べ３０回 
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アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想に関する地域の議論や各医療機関の今後の医療機能等の方

向性に関する検討を促すこと等により、回復期病床への転換及び自主的な

病床減等を促進させ、地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携

を推進する。 
地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 

県内医療機関が医療圏での自らの立ち位置を分析・把握し、地域医療構

想に資する検討を行うために必要な経費に補助を行うほか、地域医療構想

アドバイザーの活用や地域医療構想研修会（セミナー）の開催等により、

地域医療構想調整会議の協議体制の充実を図る。 
また、特定の疾患(糖尿病や循環器病）の治療を迅速かつ効率的に行うこ

とで、急性期病床の効率的な運用や慢性期からの円滑な移行を進め、地域

医療構想の一層の推進を図る。 
地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスの総合

的な確保が課題となっていることから、病床の機能分化・連携をより一層

推進するため、今後の必要性が見込まれる回復期病床の整備と回復期及び

慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進めるため、地域の医師会を中心

とした医療介護連携拠点の整備や多職種連携を推進するための人材育成等

の体制整備を進め、切れ目のない医療介護連携体制の構築を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

33,951  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

5,660  

基 

金 
国（Ａ） (千円) 

12,967 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,484  

民 (千円) 

7,907  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,451 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

14,500  
備考（注４）  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12 千円 
地域周産期医療確保整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一部を公立病院及び公的病院へ委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の達成に向けた周産期医療体制整備にあっては、施設間での

病床の機能分化・連携等を進める必要がある。 

 アウトカム

指標 

地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築する。 

【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→4,792 床（R5 回復期機能の必要病床数） 

※R3 回復期病床目安 +105 床 

事業の内容 周産期母子医療センターの再整備に係る具体的な検討を進めるとととも

に、周産期医療機関への救急搬送時間の伸長への対策として、関係機関の

対応力向上や連携強化に取り組む。 
アウトプット指標 周産期医療に関する研修会の開催（４回） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

周産期医療体制の再構築の方向性が示され、搬送の安全性向上が図られる

ことで、周産期医療機関における病床の機能分化・連携等が推進される。 
地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 

産婦人科及び小児科医師等が不足している状況を踏まえ、中長期を見据え

た周産期医療体制の整備を進めていくとともに、救急救命士向け分娩介助

研修、新生児蘇生法研修等の実施により、医療機関へのアクセスに関する

安全対策を図ることで、周産期医療機関における機能分担と連携の推進を

図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

8  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注４）  
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事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又

は病床の機能の変更に関する事業 

標準事業例 
 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,472 千円 
単独支援給付金支給事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県内の医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウ

イルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、

地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要。 

 アウトカム

指標 

令和５年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

・医療機関数 １医療機関 

・急性期病床 １９床→０床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床

機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 
アウトプット指標 対象となる医療機関数 １医療機関 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

 地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医

療機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に向けた取組

の促進を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

5,472  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

5,472  民 (千円) 

5,472  その他（Ｂ） (千円) 

0  

備考（注２）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

11 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

878 千円 
地域包括ケアシステム住民向け普及啓発 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービスを適切に提供

していく体制の充実が必要。 

 アウトカム

指標 

・訪問診療を実施している病院・診療所数 

 485 か所（H27）→519 か所（R5） 

・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）している病院・診療

所数 194 か所（H27）→240 か所（R5） 

事業の内容 本事業は、地域包括ケアシステムの構築のため、医療・介護サービス提供

体制を一体的に整備していく事業として、県が住民向け普及啓発事業に取

り組み、在宅医療の提供体制の充実と医療介護連携の推進を図る。 
アウトプット指標 地域包括ケアシステムに係るパンフレットを作成、配布する。 

（配布部数：R4 実績 15,000 部→R5 目標 15,000 部） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

住民向け普及啓発を進めることにより、医療・介護サービスの提供体制の

充実につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

878 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

585 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

585 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

293 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

878 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

８ 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

617 千円 
在宅医療提供体制推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービスを適切に提供

していく体制の充実が必要。 

 アウトカム

指標 

・訪問診療を実施している病院・診療所数 

 485 か所（H27）→519 か所（R5） 

・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）している病院・診療

所数 194 か所（H27）→240 か所（R5） 

事業の内容 在宅医療関係者を構成員とする保健医療計画会議在宅医療推進部会を開催

し、有識者の意見を県施策へ反映する。 
アウトプット指標 在宅医療推進部会の開催：２回 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅医療推進部会を開催することで在宅医療提供体制の充実強化に関する

より実践的な施策の立案が可能となり，在宅医療の提供体制強化につなげ

ることができる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

617 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

411 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

411 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

206 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

617 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
― 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,588 千円 

障害者歯科医療充実事業 

 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 群馬県、群馬県歯科医師会 

 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の障害者歯科医療体制は、後方病床を有し、常に行動管理の伴

う診療が可能な病院歯科の３次、障害者への診療が可能な県歯科総

合衛生センター等の２次、かかりつけ医として障害者への在宅医療

や口腔管理等を行う１次の連携で成り立っている。 
県内の２次機関は３か所と限られており、在宅歯科患者が重症化し

た場合の後方機関としてのニーズに十分応えられていないことか

ら、２次機関の運営及び施設・設備等の整備を行い、在宅患者への診

療体制を充実させる必要がある。現在、群馬県歯科総合衛生センター

では、１日 20 人程度が受診している状況である。 
 アウトカム

指標 

アウトカム指標：受診者数 
3,827 人（令和 3年度）→ 3,900 人以上（令和 5年度） 

事業の内容 ２次機関である群馬県歯科総合衛生センターの運営及び診療に必要

な施設・設備を整備する。 
アウトプット指標 ２次機関の運営及び整備施設数 １施設 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

２次機関の運営及び施設・設備整備を行うことにより、今まで３次機

関に受診せざるを得なかった患者への選択肢が増加し、在宅患者に

対する診療体制が充実する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,588 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

12,392 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,196 

民 (千円) 

12,392 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

18,588 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

12,392 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

１６ 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,000 千円 
在宅歯科保健事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での歯科医療等を望む人に対して、必要な医療サービスを適切

に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 
・在宅療養支援歯科診療所届出数の増加 
87 か所(H29) → 95 か所(R5) 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、郡市歯科医師会等に在宅歯科医療連

携室を設置し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会、在宅歯科

医療等に関する相談、在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に

対する歯科医療機器等の貸出の実施にかかる運営費等に対する支援

を行う。また、在宅歯科医療における貸出設備の整備も行う。 
アウトプット指標 在宅歯科医療連携室の設置数 7 か所  

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域における在宅歯科医療の拠点を設置することで、ニーズの把握

はもちろん、潜在的ニーズに訴えることで訪問診療数の上昇が見込

める。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,000  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

14,667  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,333  

民 (千円) 

14,667  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

９ 

事業名 No ８－１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

641 千円 
小児等在宅医療連携拠点事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよう、医療・福

祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、関係者の人材育成や患

者・家族の負担軽減を図ることが必要である。 

 アウトカム

指標 

実際に小児等在宅医療の対応を行った 

医療機関数 28 か所(H30) →30 か所以上(R5)  
訪問看護事業所数 24 か所(H28) →30 か所以上(R5)  

事業の内容 医療・福祉・教育・行政等の関係者及び患者家族等による連絡協議会を定

期的に開催し、小児等在宅医療の推進に係る課題や対応等について検討す

る。 
アウトプット指標 ・小児等在宅医療連絡協議会（２回程度） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

NICU で長期の療養を要した児を始めとする在宅医療を必要とする小児等

が、在宅において必要な医療・福祉サービス等が提供され、地域で安心し

て療養ができるよう、医療・福祉・教育・行政等の関係機関が協議を行う

ことにより、地域で在宅療養を支える体制の構築につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

641  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

427  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

427 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

214 

民 (千円) 

0  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

641 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

10 

事業名 No ８－２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,349 千円 
小児等在宅医療連携拠点事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよう、医療・福

祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、関係者の人材育成や患

者・家族の負担軽減を図ることが必要である。 

 アウトカム

指標 

実際に小児等在宅医療の対応を行った 

医療機関数 28 か所(H30) →30 か所以上(R5)  
訪問看護事業所数 24 か所(H28) →30 か所以上(R5)  

事業の内容 小児患者の在宅医療に対応可能な医師や訪問看護師を確保するた

め、県立小児医療センター及び群馬県看護協会等が実施する人材育

成事業に対して補助する。また、医療、福祉、教育、行政等の関係者

による連携体制を構築するため、関係団体の後援を得た上でシンポ

ジウム等を開催する。 
アウトプット指標 ・医師向け研修開催：１回（20 名） 

・訪問看護師向け研修開催：１回（70 名） 
・シンポジウム等の開催：１回（150 名） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療従事者等への研修及び、医療・福祉・教育・行政等の関係者の連

携を図るためのワークショップ等を実施することにより、小児等在

宅医療に対応できる人材を育成し、関係者の連携体制の構築につな

げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,349  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

510  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

899 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

450 

民 (千円) 

389  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,349 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
12 

事業名 No 9 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,874 千円 
訪問看護推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療が必要な患者に対し、必要な医療・介護

サービスが提供できるよう、訪問看護の提供体制の強化が求められている。 

 アウトカム

指標 

訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10万人あたり）の増加 

42.5 人（H30） → 52 人（R5） 

訪問看護事業所届出数の増加 

179 か所（H30） → 235 か所（R5） 

事業の内容 訪問看護に従事する看護職員の確保及び育成、質の向上を目的とした研修

会等を開催する。 
アウトプット指標 訪問看護研修受講者数：85 人 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

訪問看護研修の受講者が増加することにより、訪問看護に従事する看護職

員数及び訪問看護事業所数が増加し、体制が充実する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,874 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,250  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,624  

民 (千円) 

3,250 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,874 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,250 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
10 

事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,845 千円 
看護師特定行為研修支援 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、訪問看護事業所、病院等 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、ますます高齢化が進む中で、在宅医療の推進には特定行為を行う看

護師の活躍が期待されている。 

 アウトカム

指標 

特定行為研修修了者（累計） 

H30 9 人 → R5 90 人 

事業の内容 在宅医療等の推進を図るため、特定行為研修を修了した看護師を確保する

必要があることから、研修の受講促進を図るために受講費用を一部補助す

るとともに、制度周知に係る研修会や関係者による検討会を開催する。 
アウトプット指標 特定行為研修新規受講者数：H30 9 人 → R5 20 人 

特定行為研修派遣機関数：R2 5 機関 → R5 10 機関 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療需要が多様化する中で、看護職員の資質向上を図ることは、多職種で

のチーム医療の推進、医療安全に大きく寄与し、質の高い医療サービスが

受けられる体制が整備される。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,845  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,334  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,666  

民 (千円) 

7,334  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

10,845  
備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

 ７ 

事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,254 千円 
医療型短期入所事業所設備整備費等補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院等 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 在宅の医療的ケア児（者）の家族に対するレスパイトケアの提供体制の

充実が必要である。 

 アウトカム

指標 

高齢者等が住み慣れた地域で最期まで生活できるよう、在宅医療と介護を

一体的に提供する仕組みを構築する。 

【医療型短期入所事業所数】 

 ８箇所（R4）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R5） 

事業の内容  地域生活を支える在宅医療を充実させるとともに、地域包括ケアシステ

ムの構築のため、医療・介護サービス提供体制を一体的に整備していく事

業として、在宅の医療的ケア児者等に係るレスパイトケア等の充実を図る

趣旨から、障害者総合支援法に基づく医療型短期入所事業所における設備

整備に対する支援を行う。 
アウトプット指標 医療型短期入所事業所数 

８箇所（R4）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R5） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 短期入所施設における医療的ケア児（者）等の受入れの増加を図ること

により、レスパイトケアの提供体制の充実を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,254  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

836  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

418  

民 (千円) 

836  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

6,000  
備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

22 

事業名 No 12-1 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

800 千円 
薬局機能強化のための人材確保事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一般社団法人群馬県薬剤師会へ委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療における訪問薬剤管理を充実するためには、薬局に従事薬剤師の

スキルアップと在宅に要する人員の確保が不可欠である。 

 アウトカム

指標 

在宅医療の充実を図るため、令和 5年２月末で 46薬局である健康サポート

薬局の数を令和 7 年度末までに 141 薬局（日常生活圏域に 1 薬局を整備）

とする。また、健康サポート薬局と同様在宅医療の機能を持つ地域連携薬

局についても将来的に 141 薬局とする。なお、令和 5 年度末までには健康

サポート薬局数を 103 薬局、地域連携薬局を 65薬局とする。 

事業の内容 結婚、子育て、介護等で離職している薬剤師の復職を促すため、復職を希

望する薬剤師に対して、最新の知見等、復職するにあたって必要となる知

識等を習得するための研修を開催する。 
また、在宅医療への関わりを躊躇している薬剤師に対して在宅医療に関す

るスキルアップのための研修を開催し、薬局機能の強化を図る。 
アウトプット指標 研修会の開催回数（１回／年） 

研修会への参加者数（６０人／年） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修会の開催により、薬剤師の人材を確保することが可能となり、在宅医

療に参画する薬局の増加が期待できる。また、健康サポート薬局や地域連

携薬局に求められる「在宅への参加」の要件をクリアできることから、地

域包括ケアの中で薬局の役割を十分に発揮することが可能となる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

800  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

533  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

267  

民 (千円) 

533  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

800 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

533 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
標準事業例 

８ 

事業名 No 12-2 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

665 千円 

残薬解消に向けた在宅医療・介護関係者の情報

共有ルール策定事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅で生活する患者を支援する訪問ヘルパーやケアマネージャー等が居宅

における残薬を発見した際に、地域の薬剤師と連携を図ることで、患者が

正しく服薬できるよう支援することができる。在宅の服薬状況を多職種で連

携して把握するためのルールを策定することで、在宅における適切な服薬を支

援し、在宅における療養生活の質の向上を図るとともに、健康サポート薬局が

サポートを実施する上での地域における連携体制の構築を進める。 

 アウトカム

指標 

在宅医療の充実を図るため、令和 3年 1月末で 34薬局である健康サポート

薬局の数を令和 7 年までに 141 薬局（日常生活圏域に 1 薬局を整備）とす

る。 

事業の内容 モデル地域を１か所選定し、多職種（薬剤師、介護支援専門員等）が連携

して在宅の服薬状況を把握し、適切な服薬を支援するためのルールづくり

を進める。 
アウトプット指標 在宅の服薬状況に関する連携体制ルールの策定（県内１地域） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅の服薬状況に関する連携体制ルールの策定を通して、健康サポート薬

局が健康サポートを実施する上での地域における連携体制の構築を支援する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

665  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

443  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

443  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

222  

民 (千円) 

0  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

665 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
8 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,420 千円 
小児等在宅医療相談支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 訪問看護事業所、相談支援事業所、群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療が必要な児（者）の地域における生活を支えるため、身近な地域

で相談支援が受けられる体制の構築が必要 

 アウトカム

指標 

退院、就園・就学、学齢期以降のライフステージ変更時の支援人数  

５０人 

事業の内容 訪問看護事業所・相談支援事業所が、在宅医療が必要な小児等のライフス

テージ変更時等に相談支援をした場合、報酬を支給する。 
 

アウトプット指標 相談件数 のべ１５０回 
 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

相談支援事業を実施した事業者に対し財政的な支援をすることで、身近な

地域で相談支援が受けられる体制を構築する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,420  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

64 

（研修実施）  

基 

金 
 

国（Ａ） (千円) 

1,613  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

807  

民 (千円) 

1,549 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,420 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,549 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
7 

事業名 No 14 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000 千円 
遠隔医療推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

群馬県内における人口減少地域においては、医師不足から医療提供体制の

維持が困難になってきており、高齢者が医療機関まで遠距離を通院する状

況となっている。オンライン診療の方法や有用性を群馬県内の医療機関や

県民に広く理解を促すことで、各医療機関の新規参入を促進し、オンライ

ンによる往診等、在宅医療の充実を図る。 

 アウトカム

指標 

「情報通信機器を用いた診療にかかる施設基準」届出医療機関数 

届出数 （R４）９４→（R７）３４０ 

事業の内容 医師不在地域でのオンライン診療実証事業 
オンライン診療に関する普及・啓発（セミナーの開催） 

アウトプット指標 医療機関向けセミナー 視聴参加数 500 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

オンライン診療実証事業の結果をセミナーにより多くの医療機関に周知

し、オンライン診療を実施する医療機関数を増加させることで、医療提供

体制の充実を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,000(千

円)  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） 4,000(千

円)  
都道府県 

（Ｂ） 

2,000(千

円)  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） 6,000(千

円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅲ．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
群馬県介護施設等の整備に関する事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

932,225 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

 高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを推

進する。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進

する。 

 ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

   1,710 床（R2） →2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 

 ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

   3,226 床（R2） →3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,991 人（R2） →3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 

 ・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2）  →344 人（R5）   ※R5 までに＋29 人 

 

事業の内容 ①地域密着型サービス等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対し 

て支援を行う。 

④介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な経費

に対し支援を行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を支援する

ことにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進す

る。 
アウトカムとアウト

プットの関連 

 地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修を行うこと

により、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるようにする。 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

624,812 

(千円) 

416,541 

(千円) 

208,271 

(千円) 

 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

242,208 

(千円) 

161,472 

(千円) 

80,736 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

 

 

(千円) 

 

 

 

(千円) 

 

 

 

(千円) 

 

 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

25,645 

(千円) 

 

17,097 

(千円) 

 

8,548 

(千円) 

 

 

⑤民有地マッチング

事業 

(千円) 

 

 

(千円) 

 

 

(千円) 

 

 

(千円) 

 

 

⑥介護施設等にお

ける新型コロナウ

イルス感染拡大防

止対策支援事業 

(千円) 

 

 

39,560 

(千円) 

 

 

26,373 

(千円) 

 

 

13,187 

(千円) 

 

 

 

⑦介護職員の宿舎施

設整備 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

金

額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

932,225 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

621,483 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

310,742 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

932,225 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注５）  

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 
   すること。 
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２５ 

事業名 No １５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

201,615 千円 
緊急医師確保修学資金貸与事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び定着が喫

緊の課題となっている。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

事業の内容 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、地域医療枠学生に対

する修学資金の貸与を実施することにより、若手医師の確保を図る。 
アウトプット指標 貸与を受けた医師数（毎年度 18 名） 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療枠学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することにより、県内医

療従事数の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

201,615 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

134,410 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

134,410 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

67,205 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

201,615 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２８ 

事業名 No １６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

38,880 千円 
医師確保修学研修資金貸与 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においても小児科、産婦人科、外科等の病院勤務医の不足は深刻な状

況にあり、地域の中核病院において診療科の維持に支障を来している。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

事業の内容 医師不足診療科の医師の確保を図るため、特定診療科（小児科、産婦人

科、外科等）の医師として県内の特定病院に勤務しようとする者（臨床研

修医、専攻医）に対して修学研修資金の貸与を実施する。 
アウトプット指標 修学研修資金を貸与した医師数（25 名） 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

学研修資金の貸与者が、県内の特定病院の特定診療科で医療に従事するこ

とにより、医師の確保及び偏在の解消を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

38,880  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

25,920  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

25,920  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,960  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

38,880 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２５ 

事業名 No １７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

59,674 千円 
地域医療支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、群馬大学医学部附属病院 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内医療機関で医師不足及び地域偏在が生じているため、地域医療に従事

する若手医師のキャリア形成と医師不足病院の医師確保を一体的に支援す

るほか、各地域の医療事情に応じた計画的な医師配置を行うことで、医師

の県内定着や地域偏在の解消を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

事業の内容 地域医療に従事する若手医師のキャリア形成の支援、地域医療事情の調

査・検証、医師配置の適正化推進を行うため、地域医療支援センターを運

営する。 
アウトプット指標 ・キャリア形成プログラムの作成数 68（R4）→68 以上（R5） 

・地域医療枠卒業医師に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合

100％（R4）→100％（R5） 
・医師のあっせん・派遣２０人（R4）→２０人以上（R5） 
・地域の医療事情の把握、検証 
・医師確保対策事業の総合的な推進 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療に従事する意思のキャリア形成の支援や、エビデンスに基づいた

医師配置を行う仕組みの構築により、医師確保及び地域偏在の解消につな

げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

59,674 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

39,783 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

39,783 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,891 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

59,674 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No １８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

32,977 千円 
ぐんまレジデントサポート推進 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県において医師の確保及び定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム

指標 

・アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）

→257 人以上（目標年次 R5） 

・初期臨床研修医の採用数 114 人（R4）→119 人以上（R5） 

事業の内容 研修医の県内への誘導・確保を図ることで、県内への定着を促し、県内で

従事する医師数の増加を図る。併せて、臨床研修病院への支援を行うこと

で、県内研修体制の充実を図る。 
アウトプット指標 ・医学生向け説明会の開催（３回以上） 

・医学生・研修医向けセミナー等の開催（２回以上） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医学生に対し、県内臨床研修病院や専門研修プログラムの特長等を周知す

るとともに、研修体制を充実することにより、研修医の県内への誘導・確

保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

32,977  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

21,985 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

21,985  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,992  

民 (千円) 

  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

32,977 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
２８ 

事業名 No １９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,964 千円 
産科医師等確保支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県内分娩取扱施設、医療機関等 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の産科及び産婦人科の医師数、分娩施設数は減少傾向にある。産婦人

科等の病院勤務医の不足はとりわけ深刻さを増し、地域における分娩機能

の維持に支障を来していることから、医師の確保が喫緊の課題となってい

る。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

分娩施設数 35 カ所（R4）→維持（R5） 

事業の内容 分娩手当を支給している分娩施設への補助を実施することにより、分娩に

従事する医師等の勤務環境の改善を行い、産婦人科医等の確保を図る。併

せて、周産期医療従事者育成支援として、群馬大学大学院医学系研究科又

は県内医療機関等が開催する講習会やセミナーの開催費を補助する。 
アウトプット指標 ・手当支給者数 116 人（R4）→116 人以上（R5） 

・手当支給施設数 15（R4）→15以上（R5） 

・周産期医療従事者向け研修会の開催（１回以上） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

分娩手当に係る補助により、分娩に従事する医師等の勤務環境を改善する

ことで、分娩施設や産科医数の維持又は増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

44,964  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,986  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

11,816  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,908  

民 (千円) 

7,830  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,724 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

27,420  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３２ 

事業名 No ２０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,000 千円 
女性医師等就労環境整備・保育支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師国家試験合格者に占める女性の割合は３割を超え、若年層の女性医師

が増加している。 

女性医師は出産や育児等により離職することも多く、いったん離職すると

医療技術の進歩や知識の移り変わりなどから復職が難しいため、離職防止

や復職に向けた支援が課題となっている。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

事業の内容 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等を支援するため、

相談員の設置や登録サポーターによる子どもの預かりなどの就労環境改善

の取組を支援する。 
アウトプット指標 群馬県医師会が運営する保育サポーターバンクの利用者数の増加 

登録医師数 248 名（R5.1 月時点）→ 250 人（R6.3 月末） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

保育サポーターバンクの利用を促進することで、女性医師等の離職を防止

し復職を支援する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,000  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,000  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,000  

民 (千円) 

10,000  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
４９ 

事業名 No ２１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

143 千円 
専門医認定支援 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

専門医制度による専攻医の確保に向け、県内の専門研修プログラムの充実・

周知を図り、即戦力となる医師の確保・県内定着を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

事業の内容 専門医制度による専攻医の確保のため、基本領域別に基幹施設や県医師会

等による協議を開催するとともに、専攻医となる研修医への県内プログラ

ムの情報提供や説明会を開催し、専攻医の確保を図る。 
アウトプット指標 県内の専門研修プログラムの情報提供（県ホームページ更新１回等）、領

域別協議の実施（１領域以上） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

専攻医の県内誘導・確保により、県内医療従事医師数の増加を図る。 
 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

143  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

95  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

95  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

48  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

143 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ２２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

51,600 千円 
医学生修学資金貸与 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び定着が喫

緊の課題となっている。 

 アウトカム

指標 

・アウトカム指標： 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）

→257 人以上（目標年次 R5） 

・初期臨床研修医の採用数 114 人（R4）→114 人以上（R5） 

事業の内容 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、県外医学部に通う本

県出身者及び県外出身者の医学生（５、６年生）に対する修学資金の貸与

を実施することにより、若手医師の確保を図る。 
アウトプット指標 （5 年生）15 名（令和５年度新規貸与予定者） 

（6 年生）13 名（令和４年度貸与継続者） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

貸与を受けた医学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することにより、県

内医療従事者数の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

51,600  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

34,400  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

34,400  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

17,200  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

51,600 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
４９ 

事業名 No ２３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,861 千円 
勤務環境改善支援センター運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師・看護職員等の医療スタッフ離職防止や医療安全確保を図るためには、

各医療機関が、計画的に勤務環境改善に向けた取り組みを総合的に支援す

る体制を構築する必要が生じた。 

 アウトカム

指標 

医療従事者の離職率の低下 

８．１％（Ｈ３０）→７．６％（Ｒ５） 

事業の内容 各医療機関の勤務環境改善に対する自主的な取り組みを支援していくた

め、研修会の開催やアンケート調査等を実施し、医療従事者の離職防止や

医療安全の確保等を強化する。 
アウトプット指標 センターが支援を実施する医療機関数 

４０病院 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

勤務環境改善への取り組みが進むことにより、医療従事者の離職率が下が

り、医療安全の確保が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,861  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,240  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,240  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

621  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,861 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
３０ 

事業名 No ２４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,092 千円 
小児初期救急導入推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（郡市医師会等へ委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小児科の閉鎖や小

児救急医療を担う医師が不足していることから、基幹病院の小児科医の負

担軽減が課題となっている。 

 アウトカム

指標 

県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→294 名以上（目標

年次 R5） 

事業の内容 小児初期救急に対応できる医療機関及び医師を確保するため、各地域の内

科医を対象とした小児医療に関する研修を実施する。 

アウトプット指標 内科医の小児医療への参加 

小児の診療を実施する休日・夜間急患センター等の数 

11 か所（H31（R1））→維持（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

内科医等の小児医療への参加により、小児科医の負担が軽減され、小児科

医の増加に貢献する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,092  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

728  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

364  

民 (千円) 

728  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,092 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

728 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
５２ 

事業名 No ２５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

125,186 千円 
小児救急医療支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（病院へ委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小児科の閉鎖や小

児救急医療を担う医師が不足していることから、基幹病院の小児科医の負

担軽減が課題となっている。 

 アウトカム

指標 

県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→294 名以上（目

標年次 R5） 

事業の内容 二次救急医療体制を維持するため、県内を４ブロックに分け、小児科を標

榜する病院が輪番を組むことにより、休日・夜間における小児二次救急医

療提供体制を整備する。 

アウトプット指標 小児二次救急医療体制の維持 11 病院 
受入れ不能日（空白日）ゼロの維持 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

複数の医療機関による輪番制により、医師１人あたりの当直回数が減少す

るなど、小児科医の負担が軽減される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

125,186  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

68,999  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

83,458  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

41,728  

民 (千円) 

14,459  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

125,186 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

14,459 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
５３ 

事業名 No ２６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,053 千円 
子ども医療電話相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（民間業者へ委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小児科の閉鎖や小

児救急医療を担う医師が不足していることから、基幹病院の小児科医の負

担軽減が課題となっている。 

 アウトカム

指標 

県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→294 名以上（目標

年次 R5） 

事業の内容 子育て中の親の不安軽減や症状に応じた適切な医療の受診を促す相談・助

言を行うため、休日夜間の電話相談事業を実施する。 

アウトプット指標 子ども医療電話相談の年間相談件数 

27,297 件（H30）→27,000 件以上（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

適正受診の普及により、特に休日夜間救急に携わる小児科医の負担が軽減

される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,053  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

119  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

19,369  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,684  

民 (千円) 

19,250  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

29,053 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

19,250 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
35 

事業名 No ２７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

53,037 千円 
新人看護職員研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、病院等 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要がますます高まる中、新

人看護職員が基礎的な能力を養うための研修を着実に実施することで、看

護の質の向上と早期の離職の防止を図ることが求められている。 

 アウトカム

指標 

新卒看護職員離職率の低下（R2 9.1％ → R5 8.8％） 

事業の内容 看護職員の慢性的な不足が見込まれていることから、臨床研修等の即戦力

としての資質向上を図る研修を実施し、看護の質の向上や早期離職防止を

図る。 
アウトプット指標 ・新人看護職員研修補助金申請施設数 R2 45 施設→R5 52 施設 

・研修受講者数（R2 1,279 人 → R5 1,300 人） 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

新人看護職員研修の受講を通じて臨床実践能力の向上を図るとともに、看

護基礎教育との乖離を防ぐことにより、新人看護職員の離職を防止し、定

着を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

53,037  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

18,907  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,453 

民 (千円) 

18,907  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

28,360 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,455 

その他（Ｃ） (千円) 

24,677  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No ２８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,679 千円 
看護職員資質向上推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高度化・専門化する医療や多様化するニーズに対応するため、高い専門性

を有する看護職員の養成が求められている。 

 アウトカム

指標 

看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容 高い専門性を有する看護職員の確保や資質の向上が課題となっていること

から、看護職員に対する資質向上研修を実施することにより専門性の向上

を図る。 
アウトプット指標 各研修の受講者数 

・実習指導者講習会修了者数(特定分野含む) 

 ～R2（累計）1622 名→～R5（累計）1770 名 

・専任教員継続研修開催 1 回/年 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

講習会修了者数を増やし、専任教員向けの研修を開催することにより、専

門職としての知識・技術・態度の向上を通じてキャリアを形成し、高い専

門性を備えた看護職員数の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,679  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,766  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,383  

民 (千円) 

10,766  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,149 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

8,566 

その他（Ｃ） (千円) 

4,530  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No ２９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,506 千円 
院内研修用設備整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年５月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の慢性的な不足が見込まれていることから、新人看護職員や復職

した看護職員の即戦力としての役割が高まっており、勤務する医療機関で

の職場研修の充実が重要となっている。 

 アウトカム

指標 

看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容 院内研修等で使用する看護実習シミュレーター等の設備整備の補助を実施

することにより、病院に勤務する看護職員の個々の看護技術の向上を図

る。 
アウトプット指標 院内研修用設備整備事業の補助件数  6 件以上 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

院内研修を実施することにより、専門職としての知識・技術の向上を通じ

てキャリアを形成し、高い専門性を備えた看護職員数の定着を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,506  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

835  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

418  

民 (千円) 

835  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,253 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,253  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
39 

事業名 No ３０ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

66,117 千円 
看護師等養成所運営費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護師等への需要が増えていくことが予想

されることから、看護師等養成所による看護師等の確保が必要である。 

 アウトカム

指標 

養成所卒業生の県内就業率（H30 61％ → R5 63％） 

事業の内容 看護職員の慢性的な不足が見込まれているなか、看護師等養成所による安

定的で質の高い看護師の養成が重要であることから、看護師等養成所の運

営費に対する補助を実施することにより、看護師等養成所の安定的な運営

及び教育の質の維持・向上を図る。また、養成所への支援を通して学生の

負担を軽減するとともに、卒業後の他県への流出の減少を図る。 
アウトプット指標 運営費補助件数：R5 15 校 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所への支援を通じ、養成所の安定的な運営及び教育の質の維

持・向上を図り、看護師等養成所定員を維持することで看護職員数の増加

を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

66,117  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

44,078  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

22,039  

民 (千円) 

44,078 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

66,117 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
50 

事業名 No ３１ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

175,776 千円 
院内保育施設運営費・施設整備費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院または診療所 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

若い医師・看護師等の医療従事者が勤務する上で、保育の需要は高く、離

職の防止や再就業の促進において必要性が高い。 

 アウトカム

指標 

看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容 医療従事者の離職防止及び再就業促進を図るため、病院内保育施設の充実

が必要となっていることから、病院内保育施設の運営費の補助を実施する

ことにより、病院内保育施設の安定的な運営を支援する。 
アウトプット指標 院内保育所運営費補助の件数 

R2 33 カ所 → R5 33 カ所以上 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

病院内保育施設の運営費を補助することで、病院内保育施設の安定的な運

営を支援し、医療従事者の定着を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

175,776  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

70,826  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

35,412  

民 (千円) 

70,826  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

106,238 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

69,538  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
41 

事業名 No ３２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,196 千円 
ナースセンター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（群馬県看護協会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

潜在看護師等の再就業と定着を推進することで、地域や施設における看護

職員の偏在解消を進めていくことが必要である。 

 アウトカム

指標 

看護職員の再就業者数（ナースセンター事業によるもの） 

R2 267 人 → R5 280 人 

事業の内容 潜在看護師等の就業の促進及び定着を図る事業を行うため、県看護協会を

ナースセンターに指定し、業務を委託している。 
事業内容は、無料職業紹介事業（ハローワークとの連携含む）、看護力再

開発講習会、潜在看護職員復職支援研修、看護師等届出制度の周知等を行

っている。 
アウトプット指標 ・無料職業紹介の相談件数 R1 3,086 件 → R5 4,000 件 

・復職支援研修参加者 R3 6 人 → R5 15 人 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

無料職業紹介や復職支援研修を実施することで、看護職員の再就業を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,196  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,454  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,227  

民 (千円) 

6,454  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,681 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,454 

その他（Ｃ） (千円) 

14,515  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
42 

事業名 No ３３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,876 千円 
看護師等養成所施設・設備整備費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要が高まることが予想され

ることから、看護師等養成所による看護職員の養成を確保する必要がある。 

 アウトカム

指標 

養成所卒業生の県内就業率（R2  58%→ R5 60%） 

事業の内容 看護師等養成所による看護職員の養成を支援するため、校舎の新築・増改

築に係る施設整備費やシミュレーター等の設備整備費の補助を行うことに

より、教育環境の改善や学生負担の軽減を図る。 
アウトプット指標 施設・設備整備費補助件数：R2 9 校 → R5 9 校 以上 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所への支援を通じ、養成所の安定的な運営及び教育の質の維

持・向上を図り、看護師等養成所定員を維持することで看護職員数の増加

を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,876  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,192  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,096 

民 (千円) 

4,192  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,288 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

5,588  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
46 

事業名 No ３４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,000 千円 
看護師勤務環境改善施設整備費補助事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様化する医療ニーズに対応し、適切な医療サービスを提供できる職場環

境の整備が必要。また、病院に勤務する看護職員の就労促進と定着化のた

め、看護職員が働きやすい合理的な病棟づくりなどの勤務環境改善が課題

となっている。 

 アウトカム

指標 

看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容 病院に勤務する看護職員が効率的で働きやすい勤務環境を整備するため、

ナースステーションやカンファレンスルームなど必要な施設整備を支援す

る。 
アウトプット指標 勤務環境改善に取り組む医療機関数：1カ所 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

適正な医療サービスの提供や働きやすい職場環境を整備することにより、

看護職員の確保及び離職率の低下を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,000  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,333  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

667  

民 (千円) 

1,333  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

4,000  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No ３５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,000 千円 
感染管理認定看護師研修支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院、訪問看護事業所、介護老人保健施設 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新型コロナウイルス感染症に係るクラスター発生の防止、感染対策の強化

にむけ、感染症に関する専門的な知識と技術を備えた看護サービスの提供

が求められている。 

 アウトカム

指標 

県内感染管理認定看護師数       

R2  44 人  → R5   50 人 

事業の内容 感染管理にかかる認定看護師教育課程に看護師を派遣する病院等に対し、

病院等が負担した受講費用等を一部補助する。 
アウトプット指標 感染管理認定看護師研修補助人数 2 人 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

感染管理に係る認定看護師及びその指導を受けた看護師による水準の高い

看護サービスを提供することにより、感染拡大を防止するとともに、看護

ケアの質の向上が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,000  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

666  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

334  

民 (千円) 

666  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

1,000  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ３６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,519 千円 
救急医療専門領域医師研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 全国的に救急搬送件数が増加傾向にあり、救急搬送先の決定まで時間を

要していることから、病床機能の分化の一環として、二次救急病院等の受

入体制を強化する必要がある。 

 アウトカム

指標 

診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

現状 50 人（H28）→55人（目標年次 R5） 

事業の内容  本事業は、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携につ

いて、医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により進められる

ことを前提として、これらを実効性のあるものとする事業として、救急医

療に係る専門的な実地研修（急性心筋梗塞、小児救急、重症外傷、脳卒

中）を実施することにより、救急医療体制の質の向上を図る。 
アウトプット指標 研修受講者 100 名 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

２次機関を対象とした救急医療に係る研修を行うことで、救急医療体制の

質の向上を図るとともに、その機能に応じた総合連携を図り、地域が一体

となって対応できる体制が構築される。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,519  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

4,346  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

4,346  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,173  

民 (千円) 

0  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,519 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
- 

事業名 No ３７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 
災害医療研修事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

災害時における急性期医療から亜急性期医療への引継ぎが課題となってい

る一方で、急性期を対象とした研修・訓練は整備されているが、亜急性期

を対象とした研修・訓練は行われておらず、担い手となる医療従事者の確

保・育成が必要である。 

 アウトカム

指標 

亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

24 チーム（H30）→39チーム（R5) 

事業の内容 災害時、五師会がチームを編成して円滑に医療救護活動ができるよう

に、県医師会が実施する災害医療研修（亜急性期）に対して支援。 
（五師会：医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、柔道整復師会） 

アウトプット指標 研修修了者 60 名 
 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修修了者の増加に伴い、亜急性期に活動できる医療救護チームが増加す

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0  

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

666  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

334  

民 (千円) 

666  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材のすそ野「拡大」 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.５（介護分）】福祉マンパワーセンター事業（福祉・

介護の仕事イメージアップ事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

134 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 〇オンラインによる社会福祉施設等の見学会を実施する。 
〇小中高生向け介護の魅力発信イベント等の開催 

アウトプット指標 〇オンラインによる社会福祉施設等見学会（２施設） 参加者２０名 
〇小中高生向け介護の魅力発信イベント（１回） 参加者５０名 
〇中学生向けお仕事ブックへの掲載及び啓発 DVD の活用促進（７校） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

〇求職者を対象とした社会福祉施設等の見学会を実施することにより、介護職場に

対する理解と参入の促進を図る。 

〇若年層に介護の仕事の魅力を発信することにより、介護人材のすそ野を拡大する 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

134(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 89(千円)  民 89(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

45(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

89(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 134(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事業 

（多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化事

業） 

事業名 【No.８（介護分）】マッチング機能強化事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,184 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ○就職相談会や就職ガイダンス等の実施 

○福祉・介護人材マッチング機能強化事業 
専門員による求職者及び求人事業者に対する相談支援及び入職後のフォローアッ

プ相談等を行う。また、体験事業を活用し、多様な人材の促進を図る。 

アウトプット指標 ・福祉の就職ガイダンス（４回開催） 参加者数７０人 
・就職相談会におけるキャリア支援専門による就職相談件数 ９０件 
・キャリア支援専門員による養成校・ハローワーク訪問（１５０回）及び施設見学

会等（１０回開催） 
・キャリア支援専門員による就職相談件数２，１００件 
・マッチング機能強化事業による就職人数１１０人 
・体験事業利用者数 １０人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

県福祉人材センターに介護職に特化した専門相談員を配置し、情報提供、マッチ

ング、フォローアップ等を行うことにより、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

22,184(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 14,790(千円) 民 14,790(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

7,394(千円)  うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

14,790(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 22,184(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.９（介護分）】介護支援専門員資質向上事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

56,435 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 「群馬県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱」に基づき開催する、実務研修、

専門研修、再研修、更新研修、主任研修、主任更新研修の実施に係る経費の一部を

指定研修実施機関に対して補助する。 

アウトプット指標 介護支援専門員実務研修等の企画運営体制を整備し、受講者の経験に応じて必要な

技術・技能の研鑽を図ることで、介護支援専門員の資質向上を図るため、６研修

（受講者数１，６００人）を実施。受講者全員が到達目標を達成できる。 
アウトカムとアウト

プットの関連 

介護支援専門員に対する研修を実施する研修機関に対し、研修実施に係る経費の一

部を支援することにより、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

56,435(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円)  

基

金 

国（Ａ） 3,230(千円)  民 3,230(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

1,615(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 4,845(千円) 

その他（Ｃ） 51,590(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.１０（介護分）】多様な人材層に対する介護人材キャ

リアアップ研修支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,421 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリアアップのための研

修やその受講者の負担軽減の取組等を支援する。 

アウトプット指標 介護職員のキャリアアップ推進事業実施件数：２５件／年 
アウトカムとアウト

プットの関連 

介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリアアップのための研

修やその受講者の負担軽減の取組等を支援することで、質の高い介護人材育成及び

専門的技術を有する介護職員養成を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,421(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 13,614(千円) 民 13,614(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

6,807(千円) うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 20,421(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修支援事業 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１０（介護分）】多様な人材層に対する介護人材キャ

リアアップ研修支援事業（がん患者在宅療養

支援事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

351 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ○若年がん患者在宅療養支援事業に関わるサービス事業所養成研修 

若年の末期がん患者に特化したサービス提供が必要となるため、研修会を開催

し、サービス提供の意義を理解し、利用者が正しく制度利用ができることを目的

とし、専門的な技術や多職種協働のため必要となる知識等修得を図る 

 

アウトプット指標 ・介護サービス事業所の資質向上   
養成研修（年 1 回､受講者 100 名) 

アウトカムとアウト

プットの関連 

若年末期がん患者へのサービス提供に関わる人材の養成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

351(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基

金 

国（Ａ） 234(千円) 民 234(千円) 

都道府県 

（Ｂ）  

117(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

234(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 351(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.１３（介護分）】喀痰吸引等研修事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,606 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ○指導者講習 

介護職員が喀痰吸引等を実施するために受講することが必要な研修（基本研修・

実地研修）の講師を養成する。 

○第三号研修 

特定の利用者に対して喀痰吸引等の行為を行うことができる人材を養成するた

め、喀痰吸引等研修（第三号研修）を実施する。 

併せて、喀痰吸引等研修実施委員会の運営や、喀痰吸引等の提供体制の充実を図

るための多職種連携研修を実施する。 

アウトプット指標 ○指導者講習 

研修２回実施 受講者数８０人 

○第三号研修 

実地研修受講者数１６５人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

喀痰吸引等の研修を実施する際の講師の養成や、喀痰吸引等の提供体制整備のため

の研修等を実施することにより、介護従事者の増加と資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,606(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

 

基

金 

国（Ａ） 1,071(千円) 民 1,071(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

535(千円) うち受託事業等

  

（再掲）（注

２） 

1,071(千円) 

 計（Ａ＋Ｂ） 1,606(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業） 

事業名 【No.１６（介護分）】認知症高齢者指導対策 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,114 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 認知症サポート医の養成・フォローアップ、かかりつけ医認知症対応力向上、病院

勤務の医療従事者向けの認知症対応力向上のための研修、認知症疾患医療センター

情報交換会等を実施し、地域における認知症対応力の向上を図る。 

アウトプット指標 ・認知症サポート医養成研修 養成数１０人 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修 受講者数８０人 
・認知症サポート医フォローアップ研修 受講者数８０人 
・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 実施箇所数１箇所（受講者数

は８０人） 
・認知症対応力向上研修受講者数 
歯科医師向け６０人、薬剤師向け６０人、看護師向け１６０人 
病院勤務以外の看護師等６０人（各１回開催） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

認知症サポート医の養成や、医療従事者に対する認知症対応力向上研修等により、

地域包括ケア構築のための広域的な人材の確保・育成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

5,114(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 589(千円)  

基

金 

国（Ａ） 3,409(千円) 民 2,820(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,705(千円)  うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

2,820(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 5,114(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

 67 



事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業） 

事業名 【No.１８（介護分）】認知症ケア研修事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,385 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員等の研修受講の推進、市町村職員、

援推進員等を対象とした研修、意見交換会等の開催 

介護施設・事業所の職員等を対象とした、認知症ケアに関する知識・技術を習得す

るための研修の開催や補助 

アウトプット指標 ・認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員研修 参加者５０名 
・意思決定支援・本人ミーティング研修会  参加者１００名 
・認知症対応型サービス事業管理者研修、認知症対応型サービス事業開設者研修、

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 修了者 計１１１名 
アウトカムとアウト

プットの関連 

認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員の研修受講を推進し、市町村職員、

地域支援推進員等の研修会、意見交換会の開催や、介護施設・事業所の職員を対象

とした研修会の開催等により、地域包括ケア構築のための人材の育成、資質の向上、

施策の充実等を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

15,385(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,851(千円)  

基

金 

国（Ａ） 4,858(千円) 民 3,007(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

2,429(千円) うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

2,415(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 7,287(千円) 

その他（Ｃ） 8,098(千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.１９（介護分）】地域包括支援センター機能強化推進

事業 
【総事業費（計画期間の

総額）】6,384 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、市町村等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ○地域包括支援センター機能強化 

包括支援センター職員向け研修や自立支援型ケアマネジメントの推進等により地

域包括支援センターの機能向上に資する取組を行う。 

○地域包括ケア推進、在宅医療介護人材育成 

指導者及び職員の資質向上、在宅医療介護人材育成のための研修等を実施する。 

○医療介護連携のための調整 

 退院調整の際の連携状況等を調査し、調査結果を元に、各圏域で医療・介護関係

者の連携状況等に関する会議・研修を実施する。 

アウトプット指標 ・自立支援型ケアマネジメント推進事業アドバイザー派遣 50 回 
・介護支援専門員の資質向上 
 がん患者の在宅緩和ケアをテーマとした医療職との連携推進研修 

（年１回、受講者８０名） 
・医療・介護連携を推進するための人材の資質向上 
 市町村担当者向け研修（年１回、受講者９０名） 
 意思決定支援に関する医療・介護関係者向け研修（年３回、受講者計１００名） 
 退院調整状況調査の実施 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域包括ケアセンターの機能強化や関係機関の連携強化を図ることにより、地域包

括ケア構築のための広域的な人材の養成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,384(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 2,424(千円) 

基

金 

国（Ａ） 4,256(千円) 民 1,832(千円) 

都道府県 

（Ｂ）  

2,128(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

1,832(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 6,384(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
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備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業（認知症高齢者等権利擁護人材育成事業） 

事業名 【No.２２（介護分）】権利擁護人材育成事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,770 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県、市町村、民間団体 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ・市民後見人養成研修の実施、活動中の市民後見人に対する支援体制の整備検討、

候補者が家裁から選定されるまでの資質の向上や意欲の向上を図るためのフォロ

ーアップ研修の開催、法人後見支援等の権利擁護人材育成 

・成年後見制度に関する行政職員への専門研修の実施 

アウトプット指標 ・市民後見人養成等研修受講者数 100 人 

・行政職員向け研修参加自治体  35 市町村 
アウトカムとアウト

プットの関連 

研修会等の開催により、地域包括ケア構築のための広域的な人材の養成、資質の

向上を図るとともに、行政職員等の成年後見制度に対する理解を促進し、権利擁護

人材の育成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

15,770(千円) 基金充当額 

（国費） 

における公

民の別 

（注１） 

公 3,329(千円) 

基

金 

国（Ａ） 10,514(千円)  民 7,185(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

5,256(千円)  うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

1,851(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 15,770(千円) 
その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.２３（介護分）】介護予防の推進のための指導者育成

事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,352 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県理学療法士協会、群馬県作業療法士会等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40, 843 人 

事業の内容 市町村の実施する介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職を育成するた

めの研修の開催及び研修修了者のデータベース化を行い、市町村等への人材派遣体

制を構築する。 

アウトプット指標 ・介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職の育成（受講者 130 人） 

・市町村への人材派遣体制の構築 
アウトカムとアウト

プットの関連 

介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職育成のための研修の実施及び研

修終了者の人材派遣体制を構築することにより、地域包括ケア構築のための広域的

な人材の養成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,352(千円) 基金充当額 

（国費） 

における公

民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基

金 

国（Ａ） 676(千円)  民 676(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

338(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

676(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 1,014(千円) 

 

その他（Ｃ） 338(千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

（管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業） 

事業名 【No.２５（介護分）】福祉マンパワーセンター事業（福

祉・介護人材定着支援セミナー事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

465 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 求人事業者を対象とした人材定着に資する先進事例等の講演会の実施 

アウトプット指標 ・定着支援･採用力向上セミナー（１回開催） 
アンケートによる参加者満足度の改善を図る。参考になった９０％の獲得。 

アウトカムとアウト

プットの関連 

求人事業者を対象とした人材定着に資する先進事例等の講演会を実施することに

より、介護従事者の定着支援・採用力の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

465(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基

金 

国（Ａ） 310(千円)  民 310(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

155(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

310(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 465(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.３１（介護分）】介護未経験者等に対する研修等支援

事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,760 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 市町村が実施する初任者研修や初任者研修の受講者に対する受講料補助に要する経

費を支援する。 

アウトプット指標 ・実施市町村 ３市町村 
アウトカムとアウト

プットの関連 

市町村が実施する初任者研修や初任者研修受講者に対する受講料補助に要する経費

を補助し、初任者研修の修了者の増加を図ることで、介護現場における基本的な知

識・技術を有する職員の確保と資質向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,760(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,587(千円) 

基

金 

国（Ａ） 1,587(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

793(千円)  民  (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） 2,380(千円) 

 

うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 2,380(千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支援事業 

（介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体的支援事業） 

事業名 【No.３２（介護分）】介護に関する入門的研修支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,812 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、市町村 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 中高年齢者等の介護未経験者が介護職や介護ボランティアに参入しやすくなるよ

う、市町村が実施する受入促進セミナーや入門的研修の実施及び施設等とのマッチ

ングに要する経費を支援するとともに、入門的研修を実施する企業等に県が講師を

派遣する。 

アウトプット指標 ・実施市町村 ６市町村 

・県による実施回数 ２回 
アウトカムとアウト

プットの関連 

市町村及び県において介護に関する入門的研修等を実施することにより、地域の潜

在的な労働力を掘り起こし、介護職や介護ボランティアへの参入促進を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,812(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  2,335(千円)  

基

金 

国（Ａ） 2,541(千円) 民 206(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,271(千円)  うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

206(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 3,812(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケアの構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（チームオレンジコーディネーター研修等事業） 

事業名 【No.３４（介護分）】チームオレンジコーディネーター研

修等事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 

474 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 市町村が設置するチームオレンジの活動の中核的な役割を担うコーディネーターを

要請するための研修会の開催や、コーディネーター研修の講師となるチューターの

養成研修に講師候補者となる者の派遣等を実施する。 

アウトプット指標 ・チームオレンジ・コーディネーター養成研修参加者 ５０名 

・オレンジチューター養成研修派遣者数 ２名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

オレンジ・チューター養成研修に講師候補者を派遣し、チームオレンジ・コーディ

ネーター養成研修を実施することにより、地域包括ケア構築のための人材の育成、

資質の向上、施策の充実等を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

474(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 316(千円) 

基

金 

国（Ａ） 316(千円)  民 (千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

158(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 474(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 

事業名 【No.３５（介護分）】介護職員に対する悩み相談窓口設置

事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,195 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 介護職員の職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を運営し、介護の知識と

現場経験を有する相談員が、仕事に関する悩みや不安等に関する相談に応じる。 

アウトプット指標 悩み相談窓口相談受付件数 ２００件 
アウトカムとアウト

プットの関連 

介護職員を対象とした相談窓口を運営し、介護の知識と現場経験を有する相談員

が、仕事に関する悩みや不安等に関する相談に応じることで、介護職員の精神的負

担の軽減による離職防止と職場定着の促進を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,195(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 2,130(千円)  民 2,130(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,065(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

2,130(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 3,195(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

事業名 【No.３６（介護分）】外国人介護人材受入施設等環境整備

事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,500 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者、介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 外国人介護人材を受入れる介護事業者が行う翻訳機の導入、外国人介護人材の生活

面のサポートや学習支援等に要する経費を支援する。また、外国人留学生が在籍す

る介護福祉士養成施設が行う教員の質の向上に資する研修等に要する経費を支援す

る。 

アウトプット指標 ・支援事業者数 ４５者 
アウトカムとアウト

プットの関連 

外国人介護人材の生活面のサポートや学習支援等を行う介護事業者や留学生の教育

にあたる教員の質の向上に資する研修等を行う介護福祉士養成施設を支援すること

で、外国人介護人材の参入促進と職場定着支援を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

13,500(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 6,000(千円)  民 6,000(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

3,000(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 9,000(千円) 

 

その他（Ｃ） 4,500(千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業（介護相談員育成に係る研修支援事業） 

事業名 【No.３７（介護分）】介護相談員育成に係る研修支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

693 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 市町村が実施する介護サービス相談員派遣事業を推進するため、相談員養成研修の

受講費の一部を補助する。 

アウトプット指標 研修参加者数３５人 
アウトカムとアウト

プットの関連 

介護サービス相談員養成研修の受講費の一部を補助することにより研修参加者を増

やし、介護相談員の登録者の増加を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

693(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 347(千円) 

基

金 

国（Ａ） 347(千円)  民 (千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

173(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 520(千円) 

 

その他（Ｃ） 173(千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（福祉系高校修学資金貸付事業） 

事業名 【No.３８（介護分）】介護福祉士修学資金等貸付（福祉系

高校修学資金貸付事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,754 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、介護職を目指す福祉系高校の学生の増

加と卒業後の介護現場への就労・定着を促進するための「福祉系高校修学資金」の

貸付を実施する。 

アウトプット指標 福祉系高校修学資金貸与者数 21 人 
アウトカムとアウト

プットの関連 

福祉系高校に通い介護福祉士の資格取得を目指す学生に実習経費等を貸与し、若者

の介護分野への参入促進及び定着を促進する。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,754(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 4,503(千円)  民 4,503(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

2,251(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 6,754(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護施設等における防災リーダー等養成支援事業 

事業名 【No.４２（介護分）】介護施設等における防災リーダー養

成等支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,850 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ・介護職員等向けの防災研修の実施 

・介護施設等からの防災に関する相談に関する窓口の設置 

アウトプット指標 ・事業継続計画策定に関するセミナー ４回 

・相談窓口における相談対応件数 １２０件 

アウトカムとアウト

プットの関連 

・セミナーの開催と相談窓口における相談対応を通じて、介護施設等の職員の防災

知識の習得やスキルアップを支援する。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,850(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円)  

基

金 

国（Ａ） 2,567(千円)  民 2,567(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,283(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

2,567(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 3,850(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）（R5.2 月末時点で不明） 

（小項目）外国人介護人材研修支援事業 

事業名 【No.４３（介護分）】介護分野技能実習生等日本語研修 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,231 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 技能実習生及び特定技能により就労する外国人に対し、介護技能と日本語能力の更

なる向上を目指すための研修を実施する。 

アウトプット指標 研修受講者 ６０名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

介護施設で働く外国人に対し研修を実施することで、介護現場への円滑な就労・定

着を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,231(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 1,487(千円)  民 1,487(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

744(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

1,487(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 2,231(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ.介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）（R5.2 月末時点で不明） 

（小項目）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

事業名 【No.４４（介護分）】外国人介護福祉士候補者受入施設学

習支援 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,240 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 経済連携協定等（EPA）又は交換公文に基づき入国した外国人介護福祉士候補者

が、日本語及び介護分野の専門的な知識に係る学習をするために経費を支援する。 

アウトプット指標 外国人介護福祉士候補者 ４名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

候補者及び受入施設に対し支援することで、候補者が介護福祉士国家試験に合格し、

介護分野での定着促進と資質向上及び人材確保を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,240(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 827(千円)  民 827(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

413(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 1,240(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（介護分野就職支援金貸付事業） 

事業名 【No.４５（介護分）】介護福祉士修学資金等貸付（介護分

野就職支援金貸付事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,255 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、他業種で働いていた方等の介護分野に

おける介護職としての参入を促進するための「介護分野就職支援金」の貸付を実施

する。 

アウトプット指標 介護分野就職支援金貸与者数 30 人 
アウトカムとアウト

プットの関連 

介護分野での就職を目指す他業種で働いていた方等に再就職に必要な資金を貸与

し、より幅広く新たな介護人材を確保する。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,255(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)  

基

金 

国（Ａ） 4,170(千円)  民 4,170(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

2,085(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

(千円)  計（Ａ＋Ｂ） 6,255(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅴ．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修支援事業 

（小項目）介護支援専門員資質向上事業 

事業名 【No.４６（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（がん

患者在宅療養支援事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

353 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、「参入

促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進め

る。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給

ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数 40,843 人 

事業の内容 ○若年がん患者在宅療養支援事業に関わるケアマネジャー養成研修 

若年の末期がん患者に特化したケアマネジメントが必要となるため、研修会を開

催し介護支援専門員の技術向上を図る。 

 

アウトプット指標 ・介護支援専門員の技術向上 
 養成研修（年２回、受講者各 100 名） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

若年末期がん患者へのサービス提供に関わる人材の養成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

353(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基

金 

国（Ａ） 235(千円) 民 235(千円) 

都道府県 

（Ｂ）  

118(千円)  
うち受託事業等  

（再掲）（注２） 

235(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 353(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託

額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅵ．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備

に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No ３８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,247 千円 
地域医療勤務環境改善体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

２０２４年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始まで

の間に、地域での医療提供体制を確保しつつ、医師の労働時間短縮を強力

に進めていくため、必要かつ実効的な施策を講じる必要が生じた。 

 アウトカム

指標 

客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の増加 

６８病院（Ｒ３）→７２病院（Ｒ５） 

事業の内容 地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関

に対して、医師の労働時間短縮のための体制整備に関する支援を行う。 
アウトプット指標 支援対象 ４病院 

 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医師の労働時間短縮のための体制整備を支援することで、客観的な労働時

間管理方法が普及し、労働時間の正確な管理が可能となり、計画的な医師

の労働時間短縮が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,247  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

17,498  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,749  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

26,247 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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